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の相続した固定資産の償却方法

Q:私と母は、相続により駐車場（構築物）
を共有で取得し、初めて不動産所得を得るこ

とになりました 。

ところで、この場合、私と母が異なる減価

償却方法を選択してもよいでしょうか。なお

死亡した父は、定率法を選択していました。

A ●
己

、

共有者と異なる償却方法を採用するこ

とは認められます。

【解説】

必要経費に算入される減価償却費の額は、

その者が採用した減価償却方法に基づいて計

算した金額とされています。

また、同一の資産から生ずる所得について、

それぞれ異なった減価償却の方法を採用する

ことにより、各年に必要経費に算入される減

価償却費の額が異なることになったとしても、

耐用年数の期間内に必要経費に算入される減

価償却費の総額は同じになります。

したがって、ご質問の場合も、共有者がそ

れぞれ別々の減価償却の方法を選択すること

は可能です。

なお、相続により取得した減価償却資産は

取得価額、取得時期、残存価額は承継します

が、償却方法までは承継しませんので、定率

法を選択しようとする場合には、不動産所得

を生ずべき業務を開始した日の属する年分の

確定申告期限までに、納税地の所轄税務署長

に減価償却方法の選択届出書を提出する必要

があります。


